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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

新興感染症対策事業 １ 事業目的

（新型コロナウイルス 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対応するため、保

感染症分） 健所や後方支援医療機関の体制を強化するとともに、全数把

握の見直しを見据えて、検査・相談体制の強化を図る。

２，３１６，２３９千円

２ 実施主体 県、市町村

○国 １，８３５，４１３

○諸 ２４，０８１ ３ 事業内容

○一 ４５６，７４５ （１）検査体制整備事業 ３００，０００千円

重症化リスクの低い有症状者を対象に、無料で抗原定性

検査キットを配付する「秋田県新型コロナウイルス感染症

検査キット配付・陽性者登録センター」の設置を継続する。

・委 託 先 （一社）秋田県医師会

・配付方法 居住地への配送

（２）新型コロナウイルス感染症保健所体制整備事業

５４２，２６０千円

保健所業務の外部委託を推進するほか、会計年度任用職

員を増員することにより、保健所の負担軽減を図り、重症

化リスクの高い方への対応に注力できる体制を整備する。

①会計年度任用職員の配置 １７，７４４千円

各保健所に会計年度任用職員（各２名）を配置する。

②保健所業務の外部委託推進 ５２４，５１６千円

逼迫する保健所業務に対応するため、保健所業務の外部

委託を推進する。

・パルスオキシメーター及び食料品等の配送調整業務

・療養証明書発行業務

・ＨＥＲ－ＳＹＳ入力業務

・休日・夜間における医師による医療相談業務
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（３）新型コロナウイルス感染症対策協議会運営費等

１１，０９０千円

「秋田県新型コロナウイルス感染症対策本部 保健医療

対策部」に会計年度任用職員（１０名）を配置する。

（４）新型コロナウイルス感染症緊急包括支援補助金

２４４，２４４千円

市町村が実施する新型コロナウイルス感染症緊急包括

支援交付金対象事業に要する経費を助成する。

・補助対象 秋田市

・補 助 率 国１０／１０

・対象経費 休日・夜間における医師による医療相談、

秋田県新型コロナウイルス感染症総合案

内窓口設置に要する経費

（５）新型コロナウイルス感染症自宅療養者支援事業

８６４，０００千円

自宅療養者のうち、食料品等の支援を必要とする方に

対して、引き続き支援を実施する。

・委 託 先 民間企業

・対象経費 食料品、日用品

（６）○新新型コロナウイルス感染症罹患後症状対策事業
１９５千円

罹患後症状（後遺症）に係るリーフレットを作成し、

その症状や相談・受診先等について周知啓発を図る。

・発行部数 ２０，０００枚

・配 布 先 保健所、診療・検査医療機関等

（７）○新新型コロナウイルス感染症後方支援医療機関協力体
制整備事業

１４６，７００千円

新型コロナウイルス感染症から回復後、引き続き入院

管理が必要な患者を受け入れる後方支援医療機関に対し

て、協力金を支給し、受入体制を強化・拡大することに

より、患者受入医療機関の病床回転率向上を図る。

・支給対象 後方支援医療機関

・支 給 額 新規患者１名当たり１００千円
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（８）○新新型コロナウイルス感染症総合案内窓口設置事業
２０７，７５０千円

全数把握の見直しを見据えて、新たに新型コロナウイ

ルス感染症に関する総合案内窓口を設置するとともに、

窓口の周知啓発を強化する。

・委 託 先 民間企業

・対応時間 ２４時間対応

【参考：自宅療養者給付金事業の終了について】

自宅療養者給付金事業については、以下の状況の変化を踏まえ、新型コロナウイ

ルス感染症対策の強化を図る中で、終了することとする。

＜当初の事業目的＞

新型コロナウイルス感染者の自宅療養中の生活にかかる経済的負担の軽減を図る。

＜状況の変化＞

○自宅療養の一般化

・オミクロン株の特性上、感染者数は多いものの、重症化率は低く、大多数の患者

が自宅療養

・当初、自宅療養は緊急避難的に導入したものだったが、現在は自宅療養が一般化

○感染が急拡大し、誰もが感染に備えておく必要性が増大

・感染に備えて各家庭で食料品や解熱剤等をあらかじめ準備するよう県からも周知

・各家庭での事前準備により、かかり増し経費も相当程度圧縮可能

○療養期間の短縮と感染者の外出制限緩和

・感染者（有症状者）の療養期間を原則10日間から７日間に短縮

・症状がない方については、感染予防行動の徹底を前提に、最低限の外出を許容
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